令和８・９年度用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部外秘

中小企業高度化診断参加希望申出書

令和　　年　　月　　日
山　口　県　知　事　様

郵便番号
住　　所
(ふりがな)
氏　　名


山口県が令和８年度及び令和９年度に実施する中小企業高度化診断業務に参加したいので、関係書類を添えて申し出ます。
なお、この申出書及び関係書類のすべての記載事項は、事実に相違ないことを誓約します。

	１
	履歴等　　※中小企業診断士登録証の写し（表裏とも）を添付してください。



	自　　　宅
	(〒　　　－　　　　)
	電　　　話
	

	
	
	Ｆ　Ａ　Ｘ
	

	住　　　所
	
	E-mail
	

	勤　務　先
	(〒　　　－　　　　)
	電　　　話
	

	
	
	Ｆ　Ａ　Ｘ
	

	住　　　所
	
	E-mail
	

	勤　務　先
	
	生年月日
	　昭和・平成
　　　年　　月　　日

	
(役　職)
	
	
	

	
職　　　歴
(主なもののみ記載してください。)
	
	中小企業診断士登録年月日
(初年度)
	　昭和・平成・令和
　　　年　　月　　日

	
	
	専門・得意
分野
	

	
	
	主な活動地域
	

	２
	経営指導業務の実績　　



１　診断企業等の主たる業種が「商業等」に該当するもの
	
	項目
	件数等

	1 
	直近1年間(令和７年４月１日～令和８年３月３１日)の経営指導業務件数(②の公的診断件数を除く。)

	件

	2 
	直近1年間(令和７年４月１日～令和８年３月３１日)の公的診断件数

	件

	3 
	上記②のうち、山口県が依頼した業務の件数

	件

	4 
	直近5年間(令和３年４月１日～令和８年３月３１日)の協同組合等（中小企業支援法第２条第1項第４号又は第５号に掲げる中小企業者）に対する経営指導業務の実績(⑤に該当するものを除く。)
	有・無

	5 
	直近5年間(令和３年４月１日～令和８年３月３１日)の高度化診断の実績

	有・無




２　診断企業等の主たる業種が「工鉱業等」に該当するもの
	
	項目
	件数等

	1 
	直近1年間(令和７年４月１日～令和８年３月３１日)の経営指導業務件数(②の公的診断件数を除く。)

	件

	2 
	直近１年間(令和７年４月１日～令和８年３月３１日)の公的診断件数

	件

	3 
	上記②のうち、山口県が依頼した業務の件数

	件

	4 
	直近5年間(令和３年４月１日～令和８年３月３１日)の協同組合等（中小企業支援法第２条第1項第４号又は第５号に掲げる中小企業者）に対する経営指導業務の実績(⑤に該当するものを除く。)
	有・無

	5 
	直近5年間(令和３年４月１日～令和８年３月３１日)の高度化診断の実績

	有・無

	３
	記入上の注意事項



1 「経営指導業務」とは
中小企業者(中小企業支援法第2条第1項に掲げられているもの)に対して、経営の診断又は経営に関する助言(単なる調査委託は含みません。)を診断報告書等を作成の上行ったものをいいます。

2 「商業等」とは
日本標準産業分類(令和5年7月告示)における大分類のうち、卸売業，小売業、金融業，保険業、不動産業，物品賃貸業、学術研究，専門・技術サービス業、宿泊業，飲食サービス業、生活関連サービス業，娯楽業、教育，学習支援業、医療，福祉、複合サービス事業、サービス業(他に分類されないもの)をいうものとします。

3 「工鉱業等」とは
日本標準産業分類(令和5年7月告示)における大分類のうち、鉱業，採石業，砂利採取業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業，郵便業をいうものとします。

4 「公的診断」とは
経営指導業務の依頼者が国、独立行政法人中小企業基盤整備機構、県、市町、商工会議所、商工会、商工会連合会、中小企業団体中央会、中小企業支援法第7条第1項において指定される指定法人(山口県の場合、(財)やまぐち産業振興財団)であるものをいいます。

5 提出された申出書は、中小企業高度化診断業務の委託先選定のための資料としてのみ使用し、他の目的のためには使用しません。









